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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期 

第１四半期 
連結累計期間 

第43期 
第１四半期 
連結累計期間 

第42期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 278,392 407,061 2,116,835 

経常損失 （千円） △237,972 △83,004 △230,070 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失 
（千円） △172,460 △78,688 △1,204,319 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △170,073 △75,357 △1,267,625 

純資産額 （千円） 1,645,762 472,853 548,211 

総資産額 （千円） 3,708,230 2,640,165 2,649,541 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額 
（円） △57.50 △26.23 △401.60 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 42.5 17.1 19.8 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 
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２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクおよび前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて変更があった事項は、下記を除いてありません。 

 

重要事象等について 

 当社は、前連結会計年度において、営業損失は207,548千円、経常損失は230,070千円、親会社株主に帰属する当

期純損失は1,204,319千円を計上しております。当第１四半期連結累計期間においても、営業損失は69,330千円、経

常損失は83,004千円、親会社株主に帰属する四半期純損失は78,688千円となり、取引金融機関から引き続き借入金

の返済猶予を受けていることから、継続企業の前提に重要な疑義が存在しております。 

 ただし、「３ 財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析」の「(5) 事業等のリスクに記載した

重要事象等についての対応策」に記載のとおり、当該事象または状況を解消するための対応策を取ることにより、

この状況は解消できるものと判断しております。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 当社グループが主力事業とする非臨床試験市場では、主要顧客である製薬会社が、大型薬剤の特許切れや薬価

制度の変更、ジェネリック医薬品の使用促進などの環境変化に直面していることから、新薬開発の効率化や開発

品目の選択と集中によるパイプラインの絞り込みを進めています。このため、当社グループは、競合各社と競争

が激化し、厳しい状況が続いております。

 このような状況の中、当社グループでは2016年12月より米国食品医薬局(FDA)への新薬申請時に義務化される

SEND(非臨床試験データ標準フォーマット：Standard for Exchange of Nonclinical Data)への対応サービスに

業界でいち早く取り組み、製薬会社からの受注増加につなげた他、前連結会計年度から取り組んでいる顧客密着

型の営業体制の強化を進めた結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は407,061千円（前年同四半期比

46.2％増）となりました。

 また、利益面では前連結会計年度に実施した役員報酬のカット、提出会社における人員削減の効果が生じたこ

とに加え、継続してコスト削減に取り組んだ結果、前年度四半期と比較して損失幅が縮小し、当第１四半期連結

累計期間における営業損失は69,330千円（前年同四半期は営業損失231,240千円）、経常損失は83,004千円（前

年同四半期は経常損失237,972千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は78,688千円（前年同四半期は親会

社株主に帰属する四半期純損失172,460千円）となりました。

 

 セグメントの業績は次のとおりであります。

① 非臨床試験

 当事業部門におきましては、市場が緩やかな回復の兆しを見せ、前年同四半期と比べ受注が回復傾向にあ

ることに加え、SEND対応サービスへの積極的な取り組みを進めた他、前連結会計年度に実施した人員削減に

よるコスト削減効果が生じた結果、売上高は357,864千円（前年同四半期52.9％増）、営業損失は70,379千円

（前年同四半期は営業損失217,971千円）となりました。

② 臨床試験 

 当事業部門におきましては、前年同四半期に大型試験が完了し、売上計上となった反動で、売上高は1,383

千円（前年同四半期比96.4％減）と大幅に減少しましたが、固定費を削減したことで損益は改善し、営業利

益は3千円（前年同四半期は営業損失2,384千円）となりました。

③ 環境 

 当事業部門におきましては、大学・民間企業の動物関連施設の多くが更新時期を迎えていることに加え、

理化学機器販売会社との連携による営業活動を進めており、足元の受注状況は良好に推移しております。当

第1四半期連結累計期間においては、大口の大学向け動物施設案件が完了し、売上計上を行ったことから、売

上高は47,813千円（前年同四半期比671.5％増）、営業利益は1,045千円（前年同四半期は営業損失10,884千

円）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12,004千円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 生産、受注及び販売の実績

 当第１四半期連結累計期間において、主力の非臨床試験の生産実績は401,638千円（前年同四半期比137.5％）

受注実績は569,187千円（前年同四半期比120.0％）、販売実績は357,864千円（前年同四半期比152.9％）となり

ました。臨床試験の生産実績は1,383千円（前年同四半期比1.3％）、受注実績は4,611千円（前年同四半期比

46.6％）、販売実績は1,383千円（前年同四半期比3.6％）となりました。環境は生産実績は25,224千円（前年同

四半期比130.3％）、受注実績は101,366千円（前年同四半期比212.4％）、販売実績は47,813千円（前年同四半

期比771.5％）となりました。

 

(5）事業等のリスクに記載した重要事象等への対応策等

 当社グループは、「第２ 事業の状況 １事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせる事象又は状況が存在しておりますが、以下の点を重点課題として、「中期経営計画」の諸施策を全社一

丸となって全力をあげて取組む所存です。 

① 営業体制の強化

 製薬企業、大学等の研究機関ごとの個社別戦略を明確にし、顧客密着型の営業体制の構築に向けた取り組

みを一層加速し、受注拡大を図ります。 

 具体的な施策は以下のとおりです。 

イ、本社に営業プロモーター室（司令塔）を立ち上げ、月ごと、顧客ごとの営業戦略を練った上で、リーフ

レット化及び営業マンの教育を行い、訪問活動を活発化させます。 

ロ、製薬企業からの受注確保に向けた取り組みを推進するとともに、平成28年12月より米国FDA(米国食品医

薬品局：Food and Drug Administration)において義務化される新薬申請書類の電子化（SEND：Standard 

for Exchange of Nonclinical Data）への早期対応実績を活用し、安全性試験の受注増加を図ります。 

ハ、代替法試験の実用化により、化学品、化成品等医薬品以外の分野の受注を拡大します。 

ニ、大学等の研究機関への営業を推進するため、提携している研究機関との密接な連携を図ることで情報入

手に努め、プロジェクトの早期の段階から関与を深めることで、受注増加につなげます。 

ホ、営業拠点を東京支所に一元化し、迅速な意思決定と連携により顧客対応のスピードアップ・効率化を行

い、受注増加を図ります。 

② 資金繰り 

 当社の主力取引銀行の支援のもと、取引金融機関と借入金元本の一定期間の返済猶予について協議を行

い、同意を得ております。当該金融支援につきましては、経営改善計画の確実な遂行により、その後の支援

継続も受ける見込であります。 

 

 これらの具体的な対応策を実施することにより、継続企業の前提に重要な不確実性は認められないと判断して

おります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月15日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,998,800 2,998,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 2,998,800 2,998,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成28年４月１日～

 平成28年６月30日
－ 2,998,800 － 684,940 － 600,940

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等）  －  －  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式 2,998,200 29,982  －

 単元未満株式 普通株式    600  －  －

 発行済株式総数 2,998,800  －  －

 総株主の議決権  － 29,982  －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

 自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式

数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

- 8 -

2016/08/24 14:22:39／16196351_株式会社イナリサーチ_第１四半期報告書



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 145,070 499,229 

受取手形及び売掛金 489,045 159,536 

商品及び製品 1,075 839 

仕掛品 348,457 369,643 

原材料及び貯蔵品 110,218 110,282 

その他 27,526 19,923 

流動資産合計 1,121,394 1,159,455 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,115,411 3,075,672 

減価償却累計額 △2,365,511 △2,347,103 

建物及び構築物（純額） 749,899 728,569 

土地 663,975 634,836 

その他 1,001,566 1,008,653 

減価償却累計額 △925,656 △928,167 

その他（純額） 75,909 80,486 

有形固定資産合計 1,489,785 1,443,891 

無形固定資産 6,653 4,973 

投資その他の資産    

その他 32,607 32,745 

貸倒引当金 △900 △900 

投資その他の資産合計 31,707 31,845 

固定資産合計 1,528,146 1,480,710 

資産合計 2,649,541 2,640,165 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 308,594 245,406 

短期借入金 306,670 291,670 

1年内返済予定の長期借入金 101,295 151,072 

未払法人税等 7,009 3,040 

前受金 278,972 424,048 

賞与引当金 － 10,305 

その他 149,723 146,132 

流動負債合計 1,152,265 1,271,675 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

固定負債    

長期借入金 829,447 773,630 

その他 119,617 122,006 

固定負債合計 949,064 895,636 

負債合計 2,101,329 2,167,312 

純資産の部    

株主資本    

資本金 684,940 684,940 

資本剰余金 600,940 600,940 

利益剰余金 △747,522 △826,210 

株主資本合計 538,357 459,669 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 △14,778 △8,073 

その他の包括利益累計額合計 △14,778 △8,073 

非支配株主持分 24,632 21,258 

純資産合計 548,211 472,853 

負債純資産合計 2,649,541 2,640,165 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 278,392 407,061 

売上原価 329,577 349,138 

売上総利益又は売上総損失（△） △51,185 57,923 

販売費及び一般管理費 180,055 127,253 

営業損失（△） △231,240 △69,330 

営業外収益    

受取賃貸料 2,077 836 

為替差益 120 － 

その他 473 2,959 

営業外収益合計 2,671 3,795 

営業外費用    

支払利息 8,830 10,107 

為替差損 － 7,193 

その他 573 169 

営業外費用合計 9,403 17,470 

経常損失（△） △237,972 △83,004 

特別利益    

固定資産売却益 － 4,462 

特別利益合計 － 4,462 

税金等調整前四半期純損失（△） △237,972 △78,542 

法人税、住民税及び事業税 1,894 816 

法人税等調整額 △67,508 － 

法人税等合計 △65,613 816 

四半期純損失（△） △172,358 △79,359 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
101 △671 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △172,460 △78,688 

 

- 11 -

2016/08/24 14:22:39／16196351_株式会社イナリサーチ_第１四半期報告書



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △172,358 △79,359 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 2,221 4,001 

退職給付に係る調整額 63 － 

その他の包括利益合計 2,285 4,001 

四半期包括利益 △170,073 △75,357 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △170,692 △71,983 

非支配株主に係る四半期包括利益 618 △3,373 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この変更が損益に与

える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準第26号 平成28年３月28日）を当第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づ

く借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 100,000千円 100,000千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 46,456千円 31,437千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

 配当金支払額

 

（決議）
 株式の種類

 配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
 基準日  効力発生日  配当の原資

 平成27年６月26日

定時株主総会
 普通株式 8,996 3

平成27年

３月31日

平成27年

６月29日
 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  非臨床試験 臨床試験 環境 合計（注） 

売上高        

外部顧客への売上高 234,089 38,105 6,197 278,392 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － 

計 234,089 38,105 6,197 278,392 

セグメント損失 △217,971 △2,384 △10,884 △231,240 

（注）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書上の営業損失であります。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  非臨床試験 臨床試験 環境 合計（注） 

売上高        

外部顧客への売上高 357,864 1,383 47,813 407,061 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － 

計 357,864 1,383 47,813 407,061 

セグメント利益又は 

損失（△） 
△70,379 3 1,045 △69,330 

（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書上の営業損失であります。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。この変更がセグメント利益又は損失に与える影響はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 57円50銭 26円23銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千円） 172,460 78,688

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（千円）
172,460 78,688

普通株式の期中平均株式数（株） 2,998,800 2,998,800

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

平成28年８月12日

 

株式会社イナリサーチ 
 

取締役会 御中 

 
 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 矢 野  浩 一 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小 松   聡  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イナリ

サーチの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イナリサーチ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

  （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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